
 

 

資 料 編 



１ 本県産業に関するデータ 

 

１ 本県の産業構造について 

 ○ 平成 30 年度の本県の経済成長率は、名目で７年連続、実質で３年連続プ

ラスとなった。 

 

資料：県企画調整部統計課「平成 30(2018)年度福島県県民経済計算年報」【R2.12】 

 

○ このところ、県内総生産に占める割合は、第２次産業は増加、第３次産業

は減少傾向にある。 

 

資料：県企画調整部統計課「平成 30(2018)年度福島県県民経済計算年報」【R2.12】 

※上記構成比には輸入品に課される税・関税等が含まれないため、合計は 100 に達しない。 

 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

名目 72,849 71,689 65,608 69,324 74,053 76,215 77,293 78,238 78,729 79,054

実質 70,040 70,379 65,636 69,397 73,694 74,516 74,234 75,103 75,692 75,949
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○ 復興需要の収束を背景に建設業が２年連続で減少している。 

 

資料：県企画調整部統計課「平成 30(2018)年度福島県県民経済計算年報」【R2.12】 

 

○ 令和元年の製造品出荷額等は５兆 890 億円で、前年に比べ 1,575 億円の減

少(前年比 3.0%減)となった。 

 

資料：経済産業省「令和２（2020）年工業統計調査｣【R3.8】 
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２ 本県の就業構造について 

○ 就業者数は震災以前と比較して減少傾向にある。 

 

資料：県企画調整部統計課「平成 30(2018)年度福島県県民経済計算年報」【R2.12】 

 

○ このところ、産業別就業者割合は、第１次産業は減少、第２次産業は増

加傾向にある。 

 

資料：県企画調整部統計課「平成 30(2018)年度福島県県民経済計算年報」【R2.12】 
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○ 減少傾向が続いていたが、平成 27 年は増加した。 

 

資料：総務省「平成 27年国勢調査」【H29.3】 

 

○ 減少傾向が続いていたが、平成 27 年は増加した。 

 

資料：総務省「平成 27年国勢調査」【H29.3】 

  

42.0%

44.0%

46.0%

48.0%

50.0%

52.0%

H7 H12 H17 H22 H27

図2-3 女性就職率の推移

福島県 全国
年

19.0%

21.0%

23.0%

25.0%

27.0%

29.0%

H7 H12 H17 H22 H27

図2-4 高齢者就職率の推移

福島県 全国
年



３ 本県の事業所数について 

○ 事業所数は震災以降減少傾向にある。 

 

資料：総務省｢平成 28 年経済センサス 活動調査結果（確報）｣【Ｈ30.6】 

（注）公務除く                         

 

○ このところ、事業所の産業別割合は、第２次産業は減少、第３次産業は

増加傾向にある。 

 

資料：総務省｢平成 28 年経済センサス 活動調査結果（確報）｣【Ｈ30.6】 
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 ○ 業種別では、卸売・小売業が減少傾向にある。 

 

資料：総務省｢平成 28 年経済センサス 活動調査結果（確報）｣【Ｈ30.6】 

 

○ 本県企業の 99.9％が中小企業である。 

中小企業 
大企業 合計 

    うち小規模企業 

企業数 
構成比

（％） 
企業数 

構成比

（％） 
企業数 

構成比

（％） 
企業数 

構成比

（％） 

58,639 99.9  50,943 86.9  69 0.1  58,708 100.0  

資料：中小企業庁｢中小企業白書 2021 年版｣【R3.4】 
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４ 本県の経済動向指標について 

○ 令和２年度平均の有効求人倍率は、前年度を 0.27 ポイント下回った。 

 

資料：福島労働局「雇用失業情勢」【R3.4】 

 

○ 有効求職者数については、減少傾向である。 

 

資料：福島労働局「雇用失業情勢」【R3.4】 
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○ 件数は減少傾向が続き、負債総額も小口倒産主体で減少が続いている。 

 

資料：（株）東京商工リサーチ「福島県企業倒産状況」【R3.4】 

3,342 

8,071 
9,344 

18,502 

23,222 

19,779 
18,167 

9,464 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

20

40

60

80

100

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

百万円件数

図4-3 企業倒産件数及び負債総額の推移

負債総額（百万円）
企業倒産件数

年度



【審議の経緯】 

 

令和２年８月 31 日 令和２年度第１回福島県中小企業振興審議会 

（諮問、「新生ふくしま産業プラン」総点検結果の提示） 

 

令和３年２月 24 日 令和２年度第２回福島県中小企業振興審議会（書面開催） 

（計画見直し案全体の審議） 

 

令和３年６月４日 令和３年度第１回福島県中小企業振興審議会 

（中間整理素案の審議） 

 

令和３年９月２日 令和３年度第２回福島県中小企業振興審議会 

（中間整理案の審議） 

 

令和３年 11 月 25 日 令和３年度第３回福島県中小企業振興審議会 

（最終答申案の審議） 

 

令和３年 12 月３日 答申 

 



２商第１７７０号  

令和２年８月３１日  

 

 福島県中小企業振興審議会長 様 

 

                       福島県知事 

 

福島県商工業振興基本計画の策定について（諮問） 

 東日本大震災及び原子力災害からの復興状況や本県商工業を取り巻く社会経

済情勢等を踏まえ、本県の商工・労働・観光交流等の基本的方向性とそれを実現

するための方策を示す必要があるため、附属機関の設置に関する条例（昭和２９

年福島県条例第３５号）第２条及び福島県中小企業・小規模企業振興基本条例

（平成１８年福島県条例第１００号）第９条第３項の規定に基づき、福島県商工

業振興基本計画の策定について、貴審議会に諮問します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３中小審第 ５ 号 

令和３年１２月３日 

 

福 島 県 知 事  様 

 

福島県中小企業振興審議会長       

 

福島県商工業振興基本計画の改定について（答申） 

 令和２年８月３１日付け２商第１７７０号で諮問のあったこのことについ

て、審議検討の結果、別紙「福島県商工業振興基本計画（改定案）」のとおり

答申します。 

 なお、計画の推進に当たっては、以下の点に配慮するよう要望します。 

 

記 

本計画を着実に推進するため、復興の状況や社会経済情勢の変化に十分留

意するとともに、新型コロナウイルス感染症が及ぼす影響は深刻かつ甚大で

あることから、これから大きく変わりつつある社会のあり方や課題をしっか

りと把握し、適切な施策の構築・展開を図りながら、本計画の進行管理をしっ

かりと行い、必要に応じて本計画の見直しを行うこと。 

 



 

福島県中小企業振興審議会委員名簿 

 

令和３年１２月２４日時点 
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（50 音順、敬称略） 



○福島県中小企業・小規模企業振興基本条例 

平成十八年十月十七日 

福島県条例第百号 

改正 平成二五年一〇月一一日条例第七一号 

平成二九年三月二四日条例第四二号 

〔福島県中小企業振興基本条例〕をここに公布する。 

福島県中小企業・小規模企業振興基本条例 

（平二九条例四二・改称） 

福島県の中小企業・小規模企業は、これまで経済活動の全般にわたって重要な役割を果た

すとともに地域社会の担い手として、本県の発展と県民生活の向上をもたらしてきた。 

しかし、近年、国境を越えた経済活動の拡大とそれに伴う競争の激化、社会構造を変える

急速な少子高齢化の進行など経済を取り巻く環境の変化が激しさを増し、本県の中小企業・

小規模企業は、極めて厳しい経営環境に置かれている。 

このような厳しい環境の中で、新しい局面を切り開いていくためには、経営の革新や新事

業の創出など新たな展開を図り、持続的発展を可能とする仕組みへと変革していくことが必

要であり、中小企業者・小規模企業者には、そのための努力が求められている。同時に、中

小企業・小規模企業は本県経済や地域社会において重要な使命を果たしていることから、県、

市町村、中小企業・小規模企業団体、金融機関及び県民は中小企業・小規模企業の置かれた

厳しい立場を理解し、その再生への努力に協力し、支援していくことが必要である。特に、

経営資源の確保がより困難である小規模企業者については、多様な主体との連携及び協働を

推進し、事業の持続的かつ多様な発展が図られるよう支援していくことが必要である。 

こうした中で発生した東日本大震災（平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋

沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。以下同じ。）は、中小企業・

小規模企業を取り巻く経営環境に深刻かつ重大な影響をもたらした。こうした経営状況から

立ち上がり、これを乗り越えていくため、本県の中小企業・小規模企業の復興再生に向けた

重点的な施策を迅速に展開することが重要である。 

ここに、本県の中小企業・小規模企業の振興に関する基本理念等を明らかにし、中小企業・

小規模企業の意欲的で創造的な活動を支援することによって、本県経済の中核を担う中小企

業・小規模企業が生き生きと躍動する福島県を築くため、この条例を制定する。 

（平二五条例七一・平二九条例四二・一部改正） 

（目的） 



第一条 この条例は、本県の中小企業・小規模企業の振興に関し、基本理念及び基本方針を

定めるとともに、県の果たすべき役割等を明らかにすることにより、中小企業・小規模企

業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって本県経済の持続的な発展及び県民生活の

向上に寄与することを目的とする。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（定義） 

第二条 この条例において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五

十四号。以下「基本法」という。）第二条第一項に規定する中小企業者であって、県内に

事務所又は事業所（以下「事務所等」という。）を有するものをいう。 

２ この条例において「小規模企業者」とは、基本法第二条第五項に規定する小規模企業者

であって、県内に事務所等を有するものをいう。 

３ この条例において「中小企業・小規模企業団体」とは、商工会、商工会議所その他中小

企業・小規模企業に関する団体をいう。 

４ この条例において「金融機関」とは、銀行、信用金庫その他の金融機関であって、県内

に事務所を有するものをいう。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（基本理念） 

第三条 中小企業・小規模企業の振興は、中小企業者・小規模企業者の自主的かつ創造的な

事業活動が助長されることを旨として、推進されなければならない。 

２ 中小企業・小規模企業の振興は、中小企業・小規模企業が地域の経済及び雇用を支える

担い手として重要な役割を果たしているという基本的認識の下に行われなければならな

い。 

３ 中小企業・小規模企業の振興は、豊富な人材、集積された多様な技術、優れた産業基盤、

豊かな自然その他の県内各地域が特性として有する地域資源の持続的な活用を図ること

により、推進されなければならない。 

４ 中小企業・小規模企業の振興は、小規模企業者の経営資源の確保が困難であることを考

慮するなど、その経営の規模及び形態に十分に配慮して推進されなければならない。 

５ 中小企業・小規模企業の振興は、県、市町村、中小企業・小規模企業、中小企業・小規

模企業団体、金融機関、県民及びその他関係する団体が参加し、連携し、及び協力するこ

とにより、推進されなければならない。 

６ 中小企業・小規模企業の振興は、東日本大震災による被害及び影響を克服するための不



断の取組により、推進されなければならない。 

（平二五条例七一・平二九条例四二・一部改正） 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中小企業・

小規模企業の振興に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、国、市町村、中小企業・小規模企業団体、金融機関及び大学等との連携により、

中小企業・小規模企業の振興に関する施策の効果的な推進に努めるものとする。 

３ 県は、国に対して中小企業・小規模企業の振興に関する施策の提言を行うよう努めるも

のとする。 

４ 県は、国、市町村及び大学等との連携により、中小企業・小規模企業を支える人材の育

成に努めるものとする。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（市町村の役割） 

第五条 市町村は、基本理念にのっとり、中小企業・小規模企業の振興に関し、当該市町村

の区域の自然的経済的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施するよう努めるものと

する。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（中小企業者・小規模企業者の努力等） 

第六条 中小企業者・小規模企業者は、経済的社会的環境の変化に即応してその事業の持続

的発展を図るため、地域の多様な主体との連携及び協働を通して、自主的にその経営の向

上に努めるとともに、その事業活動を通じて地域の振興及び個性豊かな地域社会の形成に

貢献するよう努めなければならない。 

２ 中小企業者・小規模企業者は、その雇用する労働者が健康で充実した職業生活を営みつ

つ豊かな家庭生活を享受することができるよう、必要な雇用環境の整備に努めなければな

らない。 

３ 中小企業者・小規模企業者は、その経営能力の向上を図るため、中小企業・小規模企業

団体への積極的な加入に努めなければならない。 

４ 中小企業・小規模企業団体及び金融機関は、その活動を行うに当たっては、中小企業・

小規模企業の振興に積極的に取り組むとともに、県が行う中小企業・小規模企業の振興に

関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（平二九条例四二・一部改正） 



（県民の理解と協力） 

第七条 県民は、中小企業・小規模企業の振興が地域経済の活性化と県民生活の向上に寄与

することについて理解を深め、その健全な発展に協力するものとする。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（基本方針） 

第八条 県は、次に掲げる基本方針に基づき、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を

講ずるものとする。 

一 中小企業者・小規模企業者の経営の革新（基本法第二条第二項の経営の革新をいう。）

の促進及び経営資源（同条第四項の経営資源をいう。）の確保を図ること。 

二 中小企業・小規模企業に対する資金の供給の円滑化を図ること。 

三 中小企業・小規模企業の国内外における販路の開拓及び円滑な事業の展開を支援し、

受注機会の増大を図ること。 

四 工事の発注並びに物品及び役務の調達を行う場合に、中小企業・小規模企業の受注機

会の確保に努めること。 

五 中小企業・小規模企業の創業、中小企業者・小規模企業者の新たな事業の創出及び円

滑な事業の承継等の促進を図ること。 

六 産学官の連携による研究開発を強化することにより、中小企業・小規模企業への技術

移転、事業化の促進等を図ること。 

七 企業立地を促進することにより、新たに立地した企業と当該地域の中小企業・小規模

企業との有機的な連携を強化し、産業集積の促進を図ること。 

八 中小企業・小規模企業の事業活動を担う人材の育成を図るとともに、若年者の就職及

び定着、女性及び高齢者の能力活用等を促進し、人材の確保を図ること。 

九 「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和をいう。）」に配慮した中小企業・

小規模企業の雇用環境の整備を促進すること。 

十 安心して子どもを生み育てることができる職場環境に配慮した中小企業・小規模企業

の育成及び支援を図ること。 

十一 まちづくりの観点に立った商業の集積の促進及び本県の特性である豊かな自然そ

の他の地域資源を活用した観光、地場産業等の振興を通じ、中小企業・小規模企業の育

成を図ること。 

十二 本県を取り巻く市場及び産業の動向に応じた成長産業の振興を複合的に強化し、中

小企業・小規模企業の参入に向けた支援を図ること。 



２ 前項に規定するもののほか、県は、東日本大震災からの中小企業・小規模企業の復興再

生に向けて、次に掲げる基本方針に基づき、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を

講ずるものとする。 

一 被災した事業者の事業継続及び事業再開のため、産業インフラの整備並びに施設等の

復旧及び整備を促進すること。 

二 観光、県産品等の風評払拭及び東日本大震災の記憶の風化防止に努めること。 

三 深刻な被害を受けた中小企業・小規模企業の経営基盤の強化のため、国内外における

市場の開拓及び国外における円滑な事業の展開の支援を図ること。 

四 原子力に依存しない再生可能エネルギーを中心とした産業構造の確立を図ること。 

五 最先端の医療関連産業の集積を図ること。 

（平二五条例七一・平二九条例四二・一部改正） 

（基本計画の策定） 

第九条 知事は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策（農林水産業を営む中小企業・

小規模企業に関するものを除く。次項において同じ。）を総合的かつ計画的に推進するた

めの基本計画（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 基本計画は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の基本的事項について定めるも

のとし、必要に応じ見直すものとする。 

３ 知事は、基本計画を策定し、又は見直しするに当たっては、福島県中小企業振興審議会

の意見を聴かなければならない。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（市町村に対する支援） 

第十条 県は、市町村が行う中小企業・小規模企業の振興に関する施策の実施について、市

町村に対し、情報の提供、技術的な助言その他の必要な支援を行うよう努めるものとする。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（財政上の措置等） 

第十一条 県は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を実施するため必要な財政上及

び税制上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（平二九条例四二・一部改正） 

（年次報告） 

第十二条 知事は、毎年、福島県議会に、基本計画に基づいて講じた施策について報告しな

ければならない。 



附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第十二条の規定は、平成十九年四月一日か

ら施行する。 

附 則（平成二五年条例第七一号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二九年条例第四二号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


